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市の予算を1か月の家計に例えると…

特別会計予算

合計 242億700万円
歳　入

収　入 支　出

市税
96億6,276万円

国庫支出金
31億6,381万4,000円

地方交付税
27億1,000万円

市債
13億8,800万円

繰入金
21億9,441万3,000円

県支出金
20億5,571万6,000円

地方消費税交付金  12億5,900万円
諸収入  4億9,435万7,000円

使用料及び手数料  3億7,395万円
その他  9億499万円

合計 242億700万円
歳　出

民生費
93億235万2,000円

衛生費
22億9,502万3,000円

公債費
29億8,279万円

土木費
24億9,755万1,000円

総務費
25億3,939万5,000円

教育費
23億4,259万6,000円

消防費  9億8,421万3,000円
農林水産業費  5億7,366万3,000円

商工費  3億5,456万5,000円
議会費  2億2,824万円

その他  1億661万2,000円

12万円
12万2,000円
1万7,000円
1万4,000円
2万7,000円

10万6,000円

給料（市税）
諸手当（国・県支出金・地方譲与税など）
銀行からの借入（市債）
パート代金（分担金・負担金・使用料など）
貯金の取り崩し（繰入金）

貯金残高
（令和元年度末基金残高見込（一般会計））

7万1,000円
5万3,000円
3万7,000円
3万7,000円
6万9,000円

2万8,000円
4,000円
1,000円

医療費・保育費など（扶助費）
食費（人件費）
光熱水費・通信費（物件費）
ローン返済（公債費）
家族への仕送りなど（繰出金・補助費など）
家・車・電化製品などの修繕・買替

（普通建設事業費・維持補修費）
貯金（積立金）
その他雑費（投資および出資・貸付金など）

65億2,412万4,000円

8億2,126万2,000円

68億1,497万6,000円

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

企業会計予算
23億4,818万9,000円

12億7,479万7,000円

31億1,690万7,000円

5,394万5,000円

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

介護サービス事業会計

問合せ▶　財政課財務係（☎内線1053）本

　
地
域
創
造
課

ま
た
は
取
扱
金
融

機
関

　
地
域
創
造
課

ま
た
は
取
扱
金
融

機
関

取
扱
金
融
機
関

　
地
域
創
造
課

　
地
域
創
造
課

ま
た
は
取
扱
金
融

機
関

　
市
で
は
中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度
な
ど
に
つ
い
て
、
申
請
に
よ
り
新
規
加
入
促
進
補
助
金
の
交
付
を
行
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
経
営
安
定
関
連
保
証（
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
保
証
）の
認
定
申
請
に
つ
い
て
、
受
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
に
伴
い
、
事
業
者
へ
の
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。
詳
し
く
は
、

市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
小
口
資
金
取
扱
い
金
融
機
関
へ
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
。

※

な
お
、
□松 

地
域
創
造
課
に
お
い
て
、
中
小
企
業
者
向
け
の
特
別
相
談
窓
口
を
開
設
し
て
い
ま
す
。

　令和２年度の一般会計予算を1か月の収支が30万円の家計に例えると次のようになります。

大切なお金はどこにどれ
だけ使われているの？
令和2年度の一般会計予算は、左のようになっ
ています。民生費（子どもや高齢者など、福祉
のための経費）の割合が高くなっています。
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２
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融
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融
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融
資
期
間

申
込
期
間

備

　考

取
扱
金
融
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込
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問
合
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利
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（
年
利
）

小
口
資
金

（
一
般
小
口
）

市
内
で
同
一
事
業
を
１
年
以
上

営
ん
で
い
る
中
小
企
業
者
お
よ

び
中
小
企
業
等
協
同
組
合

※

市
税
お
よ
び
県
税
の
完
納

※

保
証
協
会
の
保
証
付

※

審
査
会
の
審
査
あ
り

運
転
資
金（
利
子
補
給
な
し
）

設
備
資
金（
３
年
間
利
子
補
給

あ
り
）

※

設
備
の
事
前
購
入
や
事
前
着

工
、
ま
た
土
地
の
購
入
は
対
象

外

運
転
資
金
　
６
年
以
内

設
備
資
金
　
８
年
以
内

※

運
転
と
設
備
を
併
用
し
た
場

合
６
年
以
内

（
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据
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６
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月
以
内
が
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能
）

年
間
随
時

※

毎
月
の
申

込
締
切
日
に

注
意

市
内
の
銀
行
、

信
用
金
庫
、

信
用
組
合
の

各
本
支
店

※

保
証
料
は
自
己
負
担（
県
と
市
が

補
助
す
る
た
め
保
証
料
は
軽
減
さ

れ
る
）

※

要
件
に
基
づ
く
既
存
資
金
の
借

換
制
度
あ
り（
令
和
２
年
度
末
ま

で
）

１
・
８
％

１
，
２
５
０
万
円
以
内

特
別
小
口

資
金

市
内
で
同
一
事
業
を
１
年
以
上

営
ん
で
い
る
小
規
模
企
業
者

〔
常
時
使
用
す
る
従
業
員
が
20

人
以
下（
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業

に
あ
っ
て
は
５
人
以
下
）〕

※

保
証
人
は
不
要

※

市
税
お
よ
び
県
税
の
完
納

※

保
証
協
会
の
保
証
付

※

審
査
会
の
審
査
あ
り

運
転
資
金（
利
子
補
給
な
し
）

設
備
資
金（
３
年
間
利
子
補
給

あ
り
）

※

設
備
の
事
前
購
入
や
事
前
着

工
、
ま
た
土
地
の
購
入
は
対
象

外

運
転
資
金
　
６
年
以
内 

設
備
資
金
　
８
年
以
内

※

運
転
と
設
備
を
併
用
し
た
場

合
６
年
以
内  

（
う
ち
据
置
６
ヶ
月
以
内
が
可

能
）

年
間
随
時

※

毎
月
の
申

込
締
切
日
に

注
意

市
内
の
銀
行
、

信
用
金
庫
、

信
用
組
合
の

各
本
支
店

特
別
小
口
資
金
に
つ
い
て
は
他
の

保
証
付
の
融
資
と
併
用
す
る
こ
と

が
で
き
な
い

※

保
証
料
は
自
己
負
担（
県
と
市
が

補
助
す
る
た
め
保
証
料
は
軽
減
さ

れ
る
）

※

要
件
に
基
づ
く
既
存
資
金
の
借

換
制
度
あ
り（
令
和
２
年
度
末
ま

で
）

１
・
８
％

１
，
２
５
０
万
円
以
内

中
小
企
業

短
期
資
金

（
季
節
資
金
）

市
内
の
中
小
企
業
者

運
転
資
金

※

ボ
ー
ナ
ス
資
金
な
ど
で
、
季

節
的
に
短
期
運
転
資
金
が
必
要

な
と
き

夏
期
　
５
ヶ
月
以
内

冬
期
　
３
ヶ
月
以
内

夏
期
６
月
１

日
か
ら

冬
期
10
月
１

日
か
ら

市
内
の
銀
行
、

信
用
金
庫
、

信
用
組
合
の

各
本
支
店

※

保
証
付
の
場
合
の
保
証
料
は
自

己
負
担

１
・
８
％

３
０
０
万
円
以
内

勤
労
者
住
宅

建
設
資
金

市
内
に
１
年
以
上
居
住
、
ま
た

は
市
内
の
同
一
事
業
所
に
１
年

以
上
勤
務
す
る
勤
労
者

※

市
税
に
滞
納
が
な
い
者

市
内
の
専
用
住
宅
に
つ
い
て

①
敷
地
を
取
得
す
る
場
合

（
１
年
以
内
に
新
築
す
る
こ
と
）

②
新
築
・
増
築
・
改
築
す
る
場
合

③
住
宅
を
取
得
す
る
場
合

※

面
積
の
制
限
あ
り

※

保
証
人
必
要

20
年
以
内

年
間
随
時

市
内
の
銀
行
、

信
用
金
庫
、

信
用
組
合
、

労
働
金
庫
、

農
業
協
同
組
合

の
各
本
支
店

※

新
築

土
地 

３
３
０
㎡
以
下

（
１
年
以
内
に
新
築
）

家
屋
　
１
３
２
㎡
以
下

※

増
改
築

土
地
　
１
６
５
㎡
以
下

家
屋
　
33
㎡
以
上
99
㎡
以
下

２
・
７
％

５
０
０
万
円
以
内

勤
労
者
生
活

資
金

市
内
に
住
所
を
有
し
、
か
つ
１

年
以
上
継
続
し
て
居
住
し
て
い

る
勤
労
者
で
、
同
一
事
業
所
に

１
年
以
上
継
続
し
て
勤
務
し
て

い
る
者

※

市
税
に
滞
納
が
な
い
者

※

信
用
保
証
付

１
．
医
療
費

２
．
冠
婚
葬
祭
費

３
．
教
育
費

４
．
交
通
事
故
処
理
費

５
．
災
害
復
旧
費

６
．
耐
久
消
費
財
購
入
な
ど

７
．
育
児
休
業
に
伴
う
生
活
費

８
．
そ
の
他
生
活
関
連
費
用
で

市
長
が
必
要
と
認
め
る
者

※

資
金
の
借
換
は
不
可

５
年
以
内

（
た
だ
し
、
資
金
使
途
が
育
児

休
業
に
伴
う
生
活
費
の
場
合

は
、
う
ち
据
置
１
年
以
内
が
可

能
）

年
間
随
時

中
央
労
働
金
庫

安
中
支
店

※

保
証
料
は
自
己
負
担

※

融
資
枠
一
杯
に
な
り
次
第
締
め

切
り
ま
す

２
・
４
％

１
世
帯
あ
た
り
２
０
０
万

円
以
内

（
た
だ
し
、
当
該
融
資
の

完
済
後
は
、
再
融
資
を
受

け
ら
れ
る
）
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